
令和５年度

１１月補正予算(案)のポイント

令和５年１１月６日

①





令和５年度11月補正予算（案）　23億7,114万円　【債務負担行為(追加分)　23億6,535万円】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一般会計：  9億2,326万円　【債務負担行為(追加分)　23億6,535万円】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特別会計：14億4,789万円

〇

〇

〇

〇

〇

（単位：千円、％）

区 分
令 和 ５ 年 度
11月補正予算額

令 和 ４ 年 度
11月補正予算額

増 減 額 増 減 率

一 般 会 計 923,255 20,724,956 △ 19,801,701 △ 95.5

特 別 会 計 1,447,884 167,782 1,280,102 763.0

企 業 会 計 － 1,132,155 △ 1,132,155 皆減

合 計 2,371,139 22,024,893 △ 19,653,754 △ 89.2

※一千万円未満は四捨五入

〇

〇

一般会計の補正予算の規模は約９億円の増額で、前年度と比較すると約198億円の減少。

特定財源としては、主に河川災害復旧事業などに伴う国庫負担金のほか、市債などを活用した。

一般財源としては、令和４年度の決算剰余金（繰越金）を財源とした。

※令和５年度予算額の累計　全会計　6,885億１万円　うち一般会計　3,628億840万円

「安全・安心の確保」、「地域経済の活性化」、「子育て・教育環境の充実」の３つを柱に予算を
編成

「安全・安心の確保」として、巴川流域における防災調整池の貯留機能の強化を図るため、大雨が予想
される場合に、事前に水位を調整する排水ポンプを設置する。また、経済的・効率的かつ環境負荷の小
さい生活排水処理の実現に向けて、老朽化が進むし尿処理施設の整備手法の検討などを実施する。

「子育て・教育環境の充実」として、車椅子等を利用する生徒が安心して学校生活を過ごすことができる
環境を整備するため、城内中学校にエレベーターを設置する。また、３つの小学校が統合される中藁科
小学校における児童の放課後の居場所を確保するため、放課後子ども教室と放課後児童クラブを一体
的に週５日間運営する。

「地域経済の活性化」として、市内での企業立地を促進するため、企業が行う工場建設等に対する助成
を実施する。また、本市におけるスタートアップ企業のさらなる創出を図るため、中高生を対象に、起業
への関心を高めるための講座などを開催するほか、清水庵原球場を本拠地とするプロ野球ハヤテ球団
のプロ野球ファーム・リーグ参加内定に伴い、企業版ふるさと納税を活用した球場改修などを実施する。

その他、施設の修繕費や法改正などに対応した各種システムプログラム改修費などを計上する。

２ 予算(案)の規模

３ 予算(案)の財源

7.3 

66.8 

4.9 

60.0 
34.3 

9.5 

200.9 207.2 

9.3 

0

50

100

150

200

250

300

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

（単位：億円） 一般会計１１月補正予算額の推移

１ ポイント
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【要旨】

○

○

・設置箇所 ①弁天池（葵区瀬名１丁目地内）　②所川堤（清水区南矢部地内）

・設置時期 令和６年５月　排水ポンプ設置

令和６年６月　遠方監視システム整備

葵区諸子沢で発生した地すべりによって、

河川内に流入した土砂の撤去を実施

・被災箇所 諸子沢川

・実施内容 掘削・残土処理（7,300 ）

・実施期間 令和５年11月～令和６年５月

1

　巴川流域における治水対策として、防災調整池の貯留機能を強化することで、大雨時の浸水被害
の軽減を図る。

目 的

8,50076,50085,000

内 容

巴川流域治水対策事業

補 正 額

事 業 名

事業費 国・県

内 容

　令和５年８月に葵区諸子沢で発生した地すべりによって、河川内に流入した土砂などを撤去する。

　巴川流域における水害対策は、県と策定した流域水害対策計画に基づき、県が実施する巴川本川の
河川整備に加え、県市が分担して雨水貯留施設の整備を進めている。
　本市は、令和22年度までに10.4万 分の雨水貯留施設を順次整備することとしていたが、令和４年の
台風15号による浸水被害を踏まえ、令和５年度６月補正予算にて新たな治水対策の検討を開始した。
　検討の結果、早期に実施可能な対策として、既存の雨水貯留施設である防災調整池に排水ポンプを
設置し、大雨予報時に事前に排水することで、池の容量を最大限に活用した対策を実施することとした。
　今回の対策に加えて、今後、雨水貯留施設のさらなる整備を進めることで、計画に基づき本市が実施
する対策の完了予定時期を令和22年度から令和９年度まで前倒しし、早期の治水対策を実現する。

　　A　安全・安心の確保（１）

【個別事業の概要】

222,101 千円
債務負担行為 229,200 千円

（単位：千円）、（）内の数字は債務負担行為の限度額

50

目 的 令和５年８月に葵区諸子沢で発生した地すべりで被災した河川の復旧を実施する。

　大雨予報時に、事前に防災調整池の滞留水を排水し、水位を下げるためのポンプに設置するとと
もに、ポンプの運転状況をインターネット上で確認し、適正な貯留量となるようコントロールする。

市債 その他 一般財源

2

事 業 名 河川災害復旧事業

補 正 額
事業費 国（66.7/100） 市債 その他 一般財源

220,000 100,050 119,900

４ 主要事業

②所川堤

①弁天池

排水ポンプ設置箇所
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【要旨】

○

○

・実施内容　　①基礎調査（し尿処理等の将来予測、施設の現状整理など）

②課題整理（稼働率、災害時リスクなど）

③整備案の作成・評価

④整備スケジュール案作成

・対象経費 二次救急医療の提供に必要な医療機器の備品購入費

・補助率 10/10

・交付先 ・静岡厚生病院（導入予定機器:麻酔システム）

・桜ヶ丘病院（導入予定機器:超音波診断装置、免疫発光測定装置など）

内 容

27,401 18,266 9,135

　　A　安全・安心の確保（２）

事業費

病院群輪番制病院設備整備事業費助成

補 正 額

目 的
　二次救急医療を担う病院が行う医療機器整備を支援し、本市における二次救急医療の安定的な提
供体制の確保を図る。

　し尿処理施設の処理施設の更新にあたり、様々な整備手法を検討し、経済的・効率的かつ環境負
荷の小さい生活排水処理を実現する。

内 容

市債 その他 一般財源

3

事 業 名

補 正 額
事業費 国・県 市債 その他 一般財源

(40,000) (40,000)

目 的

生活排水処理基本構想策定事業 【債務負担行為　期間：令和６年度】

　二次救急医療は、入院を要する重症の救急患者の受入れを行うため、重症の救急患者に対応できる
体制を整備する必要がある。
　令和５年８月に県補助金の内示を受けたことに伴い、二次救急医療を担う病院群輪番制に参加する
病院が行う設備整備に対する助成を行うことで、安定的な医療提供体制の確保を図る。

4

事 業 名

　し尿処理施設（静岡衛生センターなど４施設）の統合による規模縮小や下水処理施設との共同化
など様々な整備手法の検討を実施

県（2/3）

【個別事業の概要】 （単位：千円）、（）内の数字は債務負担行為の限度額

　本市の汲み取りし尿や浄化槽汚泥等を処理する４つのし尿処理施設は、供用開始後30年以上が経過
し、今後大規模な改修等が必要となる。
　し尿及び浄化槽汚泥量が減少傾向にあること等を踏まえ、４つの施設の統合や下水処理施設との共
同化などの様々な整備手法を検討することで、経済的・効率的かつ環境負荷が小さい生活排水処理を
実現することが必要である。
　今回の補正では、早期の生活排水処理施設の更新に向けた基本構想の策定を進めるため、債務負
担行為を設定する。

し尿処理施設の位置
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【要旨】

○

○

企業が行う市内への工場等建設等に対する支援を実施

・対象事業 工場等の設置に伴う①用地取得（取得面積1,000㎡以上など）

　　　　　　　　　　　　　 ②新規雇用（対象施設の従業員数が10人以上など）

　　　　　　　　　　　　　 ③設備投資（設備投資額5,000万円以上）

・補助率等 ①用地取得　

    最大20％、上限10億円（②新規雇用との合算による）

②新規雇用　

    新規雇用従業員１人当たり25万円（上限額は①用地取得のとおり）

③設備投資

    最大７％、上限５億円

学生や社会人などを対象に、起業への関心や機運を高めるための講座などを実施

１　スタートアップ起業家による出前講座

　・実施先 市内中学校、高校　10校程度

　・内容 起業家による自身の体験談などの紹介、職業選択の助言　等

２　起業の心構えを学ぶ体験プログラム

　・対象者 市内の高校生及び大学生　50人程度

　・内容 起業家としての考え方や起業に必要なスキルを学ぶワークショップ　等

３　市民向けアントレプレナーシップセミナー

　・対象者 起業に興味のある社会人など150人程度

　・内容 起業家精神の醸成、起業への理解促進　等

事 業 名 企業立地促進事業費助成

　　B　地域経済の活性化（１）　 167,711 千円
債務負担行為 269,234 千円

国・県 市債
補 正 額

事業費

　本市では、革新的アイデアや技術などを持つスタートアップ企業を創出するため、令和５年度からス
タートアップ支援事業を実施している。
　事業を進める中、スタートアップ企業の創出のためには中学・高校の段階から起業への関心を高める
ことが重要との意見が寄せられている。
　そのため、中高生を対象としたスタートアップ起業家による講座などを開催し、起業への関心や機運を
高めることで、市内のスタートアップ企業の更なる創出を図る。

【個別事業の概要】 （単位：千円）、（）内の数字は債務負担行為の限度額

2

事 業 名

1

　市内において、工場等を設置する企業に助成を行うことで、市内への企業の定着を促進し、地域産業
の高度化、活性化や魅力的な雇用機会の創出を図る。
　令和５年度に大規模な工場建設が完了することに伴い、令和５年度から令和８年度までの４年間で補
助金を分割して交付する。
　今回の補正では、令和５年度の事業費の増額と令和６年度以降の補助金の交付に係る債務負担行為
を設定する。

内 容

(244,234)

目 的

【債務負担行為　期間：令和６～８年度】

補 正 額

事業費 国・県 市債 その他 一般財源

(244,234)

その他 一般財源

2,500 2,500

　学生等を対象に、起業に関する講座等を実施し、起業への関心や機運を高めることで、スタートアッ
プの創出による地域経済の活性化を図る。

企業が行う市内への工場建設等を支援し、地域産業の高度化・活性化や雇用機会の拡大を図る。

内 容

目 的

97,16297,162

スタートアップ支援事業
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